
庁 議 案 件  Ｎｏ．１     

令和２年２月３日 

所 管   総 務 局 行 政 部  

 

件  名 令和２年度組織改正（案）について 

経 過・現状 

 

政 策 課 題 

〇 人口減少と高齢化の進行による社会経済情勢の変化や多様化する市民ニー

ズに的確に対応し、堺の成長を実現していくためには、効果的かつ効率的に

市政を推進することが必要である。 

 

対 応 方 針 

 

今 後の取組 

（ 案 ） 

○ 組織改正に当たっては、市民サービスのより一層の向上を図るため、限られ

た経営資源の選択と集中により、重要施策や先進的な取組に積極的に挑戦し

つつ、各種行政課題にも機動的かつ柔軟に対応できるよう、簡素で効率的な

組織体制の整備に取り組む。 

 

○ ４月１日からの新たな組織での事務執行に向け、今後、堺市事務分掌条例（昭

和４７年条例第８号）のほか関係例規の整備を行う予定である。 

 

【主な改正内容】 

〇 組織体制の強化等 

・広報部を広報戦略部に、企画部を政策企画部に改称（市長公室） 

・ＩＣＴイノベーション推進室の新設 

・イノベーション投資促進室の新設（産業振興局） 

・ニュータウン地域再生室の市長公室からの移管（建設局） 

・待機児童対策室の新設（子ども青少年局） 

〇 区の特性に応じた区役所の機能強化 

 ・南区役所、北区役所、美原区役所においてモデル実施 

〇 連携体制の強化 

・主要施策・事業の庁内連携の強化 

・いじめ対応に係る市長事務部局と教育委員会の連携強化 

                              など 

効 果の想定 

市民サービスの維持・向上に資する効果的かつ効率的な行政運営の確保が可

能となる。 

[組織数の比較] 

 現 行 改正案（増減） 

局  ２２  ２２（ － ） 

部  ８９  ９１（＋２） 

課 ３１２ ３１４（＋２） 

・現行の組織数は、平成３１年４月１日現在の数値 

・部には担当部長を、課には担当課長を含む。 

関 係局との 

政 策 連 携 
全庁 
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令和２年度 組織改正の概要（案） 

 

１ 基本的な考え方 

人口減少と高齢化の進行による社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズに的確に

対応し、堺の成長を実現していくためには、効果的かつ効率的に市政を推進することが必

要です。 

組織改正に当たっては、市民サービスのより一層の向上を図るため、限られた経営資源

の選択と集中により、重要施策や先進的な取組に積極的に挑戦しつつ、各種行政課題にも

機動的かつ柔軟に対応できるよう、簡素で効率的な組織体制の整備に取り組みます。 

 

２ 組織改正の概要 

   上記を踏まえ、令和２年４月１日付けで下記のとおり組織改正を実施します。 

 

組織体制の強化等 

(1) 重要施策の推進体制の強化 

 戦略的な広報の推進、 

政策・施策の実行体制強化（市長公室） 

 

《新旧対照表 １頁》 

戦略的な広報の推進に向け、市の政策・施策の広報広聴機能と都市魅力の発信機能を

強化するため、広報部シティプロモーション担当課長を「広報戦略推進課」として課組

織化し、同部を「広報戦略部」に改称します。 

また、外部から広報戦略の専門人材を、広報戦略専門官（参事）と広報戦略副専門官

（主幹）又は広報戦略専門員（主査）として任用する予定です。 
 

市の政策・施策の実行体制強化に向け、政策立案機能と施策推進機能を強化するため、

企画部の担当課長の所掌事務を見直し、調査統計を除く５担当課長を「政策推進担当課

長」「先進事業担当課長」「民間活力導入担当課長」「広域連携担当課長」の４担当課長

に再編し、同部を「政策企画部」に改称します。 

なお、民間活力導入担当に民間企業や大学等との連携を推進するワンストップ窓口

を新設します。 

 

 ＩＣＴの戦略的な活用の推進 《新旧対照表 ２頁》 

ＩＣＴの戦略的な活用を推進し、市民サービスの向上と業務の効率化を図るため、市

長直轄の部相当組織として「ＩＣＴイノベーション推進室」を設置し、「ＩＣＴ政策担

当課長」「ＩＣＴ推進担当課長」「情報インフラ担当課長」を新設します。 

加えて、同室の事務を所掌する「ＩＣＴイノベーション推進監」（局長級）を新設し

ます。 

また、外部からＩＣＴの専門人材を、ＩＣＴ推進専門官（参事）とＩＣＴ推進副専門

官（主幹）又はＩＣＴ推進専門員（主査）として任用する予定です。 
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 企業投資・誘致の促進（産業振興局） 《新旧対照表 ６頁》 

基幹産業である製造業等に関する投資に加え、新たに成長産業分野や都市拠点にお

ける本社、研究所等の事業所の立地促進に関する投資を促進するため、商工労働部に

「イノベーション投資促進室」を新設します。 

 

 泉北ニュータウンの再生（建設局）  《新旧対照表 ７頁》 

近畿大学医学部等の開設等に係る関連工事が進展することに伴い、当該工事をより

一層推進していくため、市長公室から「ニュータウン地域再生室」を移管します。 

 

(2) 喫緊の課題への対応 

 待機児童の解消（子ども青少年局） 《新旧対照表 ５頁》 

待機児童の解消に向けた取組をより一層推進するため、子育て支援部に「待機児童対

策室」（課相当）を新設します。 

 

 持続可能な運営体制の構築等（上下水道局） 《新旧対照表 ８頁》 

将来の持続可能な運営体制の構築に向け、下水道に係る管路と施設の事業区分に応

じた組織の権限と責任の更なる明確化や類似業務の一元化を図るため、下水道部を「下

水道管路部」と「下水道施設部」に再編し、下水道水質管理課を三宝水再生センターに

統合します。 
 

ＩＣＴの活用によるお客様サービスの向上と業務の効率化を図るため、経営企画室

の危機管理・広報担当課長にＩＣＴの推進に関する事務を所掌させることとし、「危機

管理・広報・ＩＣＴ推進担当課長」に改称します。 

 

 中学校給食の全員喫食の実施、 

教員の指導力の向上、幼児教育の推進（教育委員会事務局） 《新旧対照表 ９頁》 

中学校給食の全員喫食の実施に向けた推進体制を強化するため、学校管理部に「学校

給食改革室」（課相当）を新設します。 
 

新学習指導要領の実施に向けた教員の指導力の向上と幼児教育の推進を図るため、

教育センターを部相当組織とし、同センターに「企画情報課」と「能力開発課」を新設

します。 

 

(3) 組織の合理化 

 関連組織の見直し（総務局） 《新旧対照表 ３頁》 

効率的かつ効果的な行政運営を図るため、関連性の深い業務を所掌する行政管理課

と行革推進課を統合し、「行政経営課」に改称します。 
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 事業の進捗に応じた体制づくり（文化観光局、建設局） 《新旧対照表 ４、７頁》 

百舌鳥古墳群の世界文化遺産の登録を受け、その保存管理や情報発信等に対応する

ため、文化観光局世界文化遺産推進室（部相当）を文化部に移管し、文化財課の関連

事務も合わせて「世界遺産課」として課組織化します。 
 

阪神高速道路大和川線の供用開始に伴い、建設局道路部大和川線推進室（課相当）を

廃止し、継続する各種事業を自転車環境整備課と道路計画課に移管します。 

 

 民間事業者の活用（文化観光局） 《新旧対照表 ４頁》 

みはら歴史博物館の管理運営に指定管理者制度を導入します。 

 

区の特性に応じた区役所の機能強化（モデル実施） 

 (1) スマート区役所（南区役所） 

   人口減少・高齢化など南区の課題に対応し、ＩＣＴを活用した行政手続など、スマー

ト区役所の実現により、市民サービスの水準の向上を図るため、区役所内に「スマート

区役所チーム」を設置します。 

 

(2) 児童・生徒・学校支援（北区役所） 

   保護者や学校園からの児童・生徒を取り巻く様々な不安や悩みの相談等に対して、区

役所内の保健福祉総合センターや教育委員会（スクールソーシャルワーカー）等と連携

し、アウトリーチを含めた多角的な支援を行い、その解決を図るため、企画総務課に「北

区 児童・生徒・学校支援チーム」（愛称「ＮＥＳＴ」（ネスト））を設置します。 

※ ＮＥＳＴ（ネスト）とは、Ｎ … Ｎorth（北） 

Ｅ … Ｅducation（教育） 

Ｓ … Ｓupport（支援） 

Ｔ … Ｔeam（チーム）  を表したものです。 

 

(3) 美原地域開発支援（美原区役所） 

   産業誘致に資する面的整備や立地魅力の向上に対応し、美原都市拠点や都市計画道

路の整備等の推進を支援するため、企画総務課に「美原地域開発支援チーム」を設置し

ます。 

 

連携体制の強化 

(1) 主要施策・事業の連携（各局・区役所） 

局・区役所間の庁内連携の強化による組織横断的な主要施策・事業（都市魅力の向上、

ＳＤＧｓ、子どもの貧困対策など）の推進と、東京事務所や広報戦略部との連携による

首都圏における情報発信、企業誘致等を図るため、局の筆頭部と区役所に「連携推進担

当の部理事」を配置します。 
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なお、部理事については、局の筆頭部においては部長が、区役所においては副区長が

兼務する予定です。 

【連携のイメージ】 

 

 

(2) いじめ対応の連携（子ども青少年局） 

いじめ対応に係る市長事務部局（本庁関係局・区役所）と教育委員会の連携を強化し、

いじめ対策支援のほか、福祉的アプローチで解決につながる不登校についても支援す

るため、子ども青少年局子ども青少年育成部に「いじめ対策支援担当の部理事」を配置

します。 

【連携のイメージ】 

 

 

 

主要施策・事業の所管部

主要施策・事業の所管局 関係局・区役所

筆頭部
部理事（連携推進担当）

市長公室

筆頭部
部理事（連携推進担当）

政策企画部
広報戦略部
東京事務所

本庁関係局

子ども青少年育成部
部理事（いじめ対策支援担当）

区役所

教育委員会

健康福祉局等 子育て支援課等

生徒指導課・学校



令和２年度　組織改正（案）　新旧対照表



（ 市 長 公 室 ）

 

調査統計担当課長

▲

【建設局へ
 移管】

【廃止】

政策調整担当課長

大都市政策担当課長 広域連携担当課長
【改称】

企画部

企画推進担当課長

ニュータウン
地域再生室

連携推進担当課長

 関西国際
 空港の活
 性化

 庁議

 大学連携

 民間企業
 連携

《　改正案　》

市長公室

部相当組織 課相当組織

《　現　　行　》

局相当組織

秘書部市長公室 秘書課

広報課

市政情報課

課相当組織部相当組織局相当組織

広報戦略部
【改称】

広報戦略推進課
【課組織化】

東京事務所

広報部

秘書部

広報課

シティプロモーション
担当課長

市政情報課

東京事務所

秘書課

政策企画担当課長

調査統計担当課長

▲
▲

政策企画部
【改称】

【廃止】

政策推進担当課長
【改称】

先進事業担当課長
【改称】

民間活力導入担当
課長【新設】

▲
▲

－1－



（ ICTイノベーション推進室 ）

ＩＣＴイノベー
ション推進室
【新設】

ＩＣＴイノベー
ション推進監
【新設】

ＩＣＴ政策担当課長
【新設】

ＩＣＴ推進担当課長
【新設】

情報インフラ担当課
長【新設】

《　現　　行　》 《　改正案　》

局相当組織 部相当組織 課相当組織 局相当組織 部相当組織 課相当組織

－2－



（ 総 務 局 ）

《　現　　行　》

部相当組織 課相当組織

人事部

総務局 行政部

局相当組織

情報化推進課

人材開発課

課相当組織

法制文書課

総務サービス課

労務課

総務サービス課

総務局総務課

人事課

法制文書課

人材開発課

行政部 総務課

ICTイノベーション推
進室【室組織化】

行政経営課
【統合・改称】

部相当組織

▲

人事課人事部

行革推進課

行政管理課

《　改正案　》

労務課

局相当組織

－3－



（ 文化観光局 ）

観光推進課

観光企画課

スポーツ施設課

スポーツ推進課

《　現　　行　》

局相当組織 部相当組織 課相当組織 局相当組織 課相当組織

文化観光局 観光部 観光企画課 文化観光局 観光部

部相当組織

学芸課

国際部 国際課

アセアン交流推進室

観光推進課

スポーツ部 スポーツ部スポーツ推進課

スポーツ施設課

国際部

《　改正案　》

世界文化遺
産推進室

みはら歴史博物館

文化部 文化課

文化財課

文化課

文化財課

博物館 学芸課

移　　管

国際課

アセアン交流推進室

文化部

【指定管理】

世界遺産課
【課組織化】

▲
▲

百舌鳥古墳
群関連事務

博物館

－4－



（ 子ども青少年局 ）

《　現　　行　》

局相当組織 部相当組織 課相当組織

子ども青少
年局

待機児童対策

一時保護所

局相当組織

家庭支援課

一時保護所

幼保推進課

幼保運営課

こども園（17園）

虐待対策課

こども園（17園）

幼保推進課

幼保運営課

▲

待機児童対策室
【新設】

子ども家庭課

子育て支援部

子ども相談所

児童自立
支援施設
整備室

子ども青少
年育成部

子ども育成課

育成相談課

子育て支援部

育成相談課

家庭支援課

虐待対策課

子ども家庭課

子ども相談所

《　改正案　》

課相当組織

児童自立
支援施設
整備室

部相当組織

子ども企画課子ども企画課

子ども育成課

子ども青少
年局

子ども青少
年育成部

－5－



（ 産業振興局 ）

農地課

港湾事務所

農業土木課

農地課

部相当組織局相当組織

商業流通課

農業土木課

農水産課

《　現　　行　》

部相当組織局相当組織

産業振興局 商工労働部

課相当組織

農政部

課相当組織

港湾事務所

農水産課農政部

企業投資・
誘致の促進

イノベーション投資
促進室【新設】

▲

ものづくり支援課

産業政策課

《　改正案　》

ものづくり支援課

雇用推進課

商業流通課

産業政策課

産業振興局

雇用推進課

商工労働部

－6－



（ 建 設 局 ）

連続立体推進課

道路計画課

自転車企画推進課

連続立体推進課

道路整備課

道路計画課

大和川沿川
の自転車通
行環境の整
備事業

公園緑地整備課

【廃止】

公園事務所 (4所)

公園緑地部 公園監理課

公園緑地整備課

用地第二課用地第二課

大和川線推進室

用地部 用地第一課

法定外公共物課

自転車対策事務所

道路整備課

自転車環境整備課

ニュータウン
地域再生室
 【市長公室
   から移管】

▲
▲

道路部

自転車まち
づくり部

路政課

法定外公共物課

自転車対策事務所

道路部

河川水路課

自転車企画推進課

自転車環境整備課

自転車まち
づくり部

河川水路課

路政課

建設局

地域整備事務所
（3所）

建設局 土木部 建設総務課

土木監理課

地域整備事務所
（3所）

建設総務課土木部

土木監理課

局相当組織

《　現　　行　》

部相当組織局相当組織 課相当組織

《　改正案　》

課相当組織部相当組織

用地部 用地第一課

公園緑地部 公園監理課

阪神高速大
和川線に係
る街路事業

公園事務所 (4所)
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（ 上下水道局 ）

水道建設管理課

下水道施設課

危機管理・広報・ＩＣＴ
推進担当課長【改称】

下水道管路
部【再編】

下水道施設
部【再編】

サービス推進部

水道部

下水道管路課

西部下水道サービスセンター

下水道水質管理課

下水道事業調整課

下水道管路課

西部下水道サービスセンター

下水道建設課

▲
▲

三宝水再生センター

サービス推進部 事業サポート課

事業サービス課

経営企画担当課長

事業マネジメント担当課長

下水道部

《　現　　行　》

部相当組織 課相当組織

《　改正案　》

水運用管理課

危機管理・広報担当課長

経営企画担当課長

事業マネジメント担当課長

事業サポート課

事業サービス課

局相当組織局相当組織

上下水道局

水運用管理課

給排水設備課

水道部 水道建設管理課

上下水道局

水道サービスセンター

経営企画室

下水道建設課

下水道施設課

▲

課相当組織部相当組織

水道サービスセンター

三宝水再生センター
【統合】

経営企画室

下水道事業調整課

給排水設備課
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（ 教育委員会事務局 ）

学童集団下痢
症補償対策担
当部長

放課後子ども支援課

地域教育振興課

美原こども館

《　改正案　》

教育政策課

総務課

局相当組織 部相当組織

支援教育課

総務部

教職員企画課

教職員人事課

図書館（6館）

学童集団下痢
症補償対策担
当部長

総務部

学務課

生徒指導課

教職員企画課

生徒指導課

地域教育
支援部

保健給食課保健給食課

中央図書館 総務課

教育環境整備推進室

総務課

教育政策課

中央図書館

教職員人事
部

人権教育課

学校指導課

《　現　　行　》

部相当組織

地域教育振興課

美原こども館

図書館（6館）

施設課

課相当組織

教育委員
会事務局

教育センター

学校管理部

放課後子ども支援課

課相当組織局相当組織

学校教育部 学校総務課

学校指導課

学務課

教職員人事
部

学校教育部

支援教育課

教育委員
会事務局

人権教育課

総務課

施設課

教育環境整備推進室

学校総務課

教職員人事課

地域教育
支援部

幼児教育

中学校給食

▲

企画情報課
【新設】

能力開発課
【新設】

教育センター

学校給食改革室
【新設】

▲
▲

学校管理部
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